
令和７年５月９日 

横浜市教育委員会 

令和７年度横浜市教科書採択の基本方針 

（前文） 

 教科書は、教育課程の構成に応じて教育内容が組織排列された教科の主たる教材と

して、学校において使用が義務づけられており、学校教育において極めて重要な役割

を果たしている。したがって、本市学校教育の一層の充実に資する適切な教科書を採択

することが重要である。 

 よって、横浜市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、教育基本法、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律等、関係法令の規定に基づき、横浜市立学校で使

用する教科書の採択を適正に行うため、次のとおり令和７年度横浜市教科書採択の基

本方針（以下「基本方針」という。）を定める。 

１ 教科書の採択について 

(1) 令和７年度は、次の教科書を採択する。

ア 高等学校において令和８年度に使用する教科書

イ 特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級において令和８年度に

使用する教科書

なお、小学校及び義務教育学校前期課程において使用する教科書は、令和５年

度に採択した教科書を令和９年度まで、中学校及び義務教育学校後期課程、中高

一貫教育校である南高等学校附属中学校及び横浜サイエンスフロンティア高等

学校附属中学校において使用する教科書は、令和６年度に採択した教科書を令和

10年度まで継続使用する。 

(2) 横浜市立学校において使用する教科書は、学校教育法附則第９条に規定する図

書（以下「一般図書」という。）を除き、文部科学省が作成した校種毎の教科書

目録に登載されている、文部科学大臣の検定を経た教科書又は文部科学省が著作

の名義を有する教科書（以下「著作教科書」という。）の中から採択する。

(3) 採択が終了した後に、高等学校、特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別

支援学級において、発行者の都合等によって採択を変更する必要が生じた場合に

は、教育委員会が採択した教科書一覧の中から、児童生徒の実態等に応じて新た

に教科書を選択し、採択の変更を行う。



２ 採択の基本原則 

 

(1) 公正かつ適正な手続き 

文部科学省や神奈川県教育委員会の通知に基づき、採択権者である教育委員会

の判断と責任のもと、静ひつな環境を確保し、公正確保を一層徹底するとともに、

適正な手続きによって採択を行う。 

 

(2) 教科書の調査研究 

教科書目録に登載されたすべての教科書の内容について、教科書調査の調査項

目に基づいて十分に調査研究を行う。 

 

(3) 静ひつな採択環境の確保 

教科書の採択が公正かつ適正に行われるために、様々な働きかけにより円滑な

採択事務に支障をきたすことのないよう、静ひつな採択環境を確保する。 

 

(4) 開かれた採択の実施 

基本方針をあらかじめ公表するとともに、採択に関する情報を、採択終了後に

積極的に公開するなど、より開かれた採択に努める。 

 

 

３ 採択の観点 

 

教科書の採択に当たっては、「横浜教育ビジョン 2030」、「横浜市立学校カリキ

ュラム・マネジメント要領」に示した横浜が目指す子どもの姿の実現のために、主

に次の観点から検討して最も適切と思われるものを採択する。 

 

(1) 教育基本法、学校教育法及び学習指導要領の趣旨を踏まえ、各教科の目標の実

現や指導内容の充実に適したものであること。 

 

(2) 「横浜教育ビジョン 2030」及び「横浜市立学校カリキュラム・マネジメント要

領」に基づく学習活動に適したものであること。 

 

(3) 児童生徒が学習をするに当たり使いやすい工夫があることや、障害その他の特

性にかかわらず読みやすい工夫があること。 

  デジタル教材への活用の工夫があることや、教科書の用紙やインキなど環境面

に配慮した工夫があること。  

 

〔高等学校〕 

(4) 高等学校において使用する教科書は、各学校の特色、生徒の学習実態や興味・

関心及び進路希望等を踏まえ、かつ、各教科・科目の目標の実現を図るために最

も適切と思われるものであること。 



〔特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級〕 

(5) 特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級において使用する教科書

は、各教科等の指導計画、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」に基

づき、一人ひとりの障害の状態に応じた指導を行うために、適切な内容であるこ

と。 

 

 

４ 採択の流れ 

 

(1) 教育委員会は、横浜市教科書取扱審議会条例に基づき設置される横浜市教科書

取扱審議会（以下「審議会」という。）に対し、今年度採択する教科書の取扱い

に関し、本方針を踏まえ、採択の観点に基づいて、調査・審議を諮問する。 

 

(2) 審議会は、教科書を調査研究した結果と横浜が目指す子どもの姿との関連を慎

重に審議し、市立学校で使用するにあたりふさわしい教科書をとりまとめ、教育

委員会に答申する。 

 

(3) 教育委員会は、審議会答申を受けて、その判断と責任において慎重に審議し、

公正かつ適正に、教科書の採択を行う。その後、採択結果と需要数を神奈川県教

育委員会に報告する。 

 

 

５ 調査研究について 

 

（1）高等学校用教科書 

ア 教科書 

審議会は、教科書目録に登載された教科書について、教科書編修趣意書、教

科書見本により、十分に調査研究を行う。 

 

イ 学習実態 

高等学校においては、各学校の特色や教科・科目の開設状況が異なるため、

審議会は、各学校の教科・科目を履修する生徒の学習実態に基づいた教科書の

報告を各学校長に求める。 

 

(2)  特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級用教科書 

ア 教科書 

審議会は、教科書目録に登載された著作教科書及び一般図書について、十分

に調査研究を行う。 

 

イ 学習実態 

特別支援学校及び小・中・義務教育学校個別支援学級においては、障害の種



別や程度によって個々の児童生徒の学習実態が大きく異なるため、審議会は各

学校の当該児童生徒の学習実態に基づいた教科書の報告を各学校長に求める。 

 

 

６ その他 

  基本方針で定めのない事項については、必要に応じて、教育委員会で審議し定め

るものとする。 


